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消費者庁からの追加意見について

⚫ 11月29日、消費者委員会公共料金等専門調査会の意見を踏まえた消費者委員会
答申を受けて、河野消費者担当大臣から西村経済産業大臣に対し、電力託送料金
について意見が提出されたところ。

⚫ 同意見について、12月７日、本料金制度専門会合としての考え方（参考資料１）
を整理したところ、同会合で消費者庁（楢橋参事官）から「消費者庁内で持ち帰っ
て検討したい」との発言があり、12月16日、消費者庁から資料（資料３ー１）を提
出いただいたため、本件に対する本料金制度専門会合としての考え方を改めて整理
することとしたい。

「消費者委員会公共料金等専門調査会意見についての
料金制度専門会合としての考え方」に対して

さらに説明を求めたいこと

12月７日の料金制度専門会合において、消費者委員会公共料金等専門調査会意見についての料
金制度専門会合としての考え方について議論が行われたが、示された疑問点が十分に解消されておらず、
引き続き説明を求めたい。
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(1)統計的手法やトップランナー的補正による査定

⚫ 全事業者について、全体へのインパクトが大きい費用、規模の大きい工事種別の工事
単価の分析

※第一規制期間のコストが上昇している要因を各事業者別に分析
※東京電力PGの配電工事等にかかる分析を他の事業者についても、過去及び2023年度以降につき実施
※他業種、地場産業との比較を実施
※下請けの賃金の実態を把握

⚫ 統計的手法やトップランナー的補正の趣旨について、これまでの説明に対し一定の御理解が得ら
れたものと理解。

⚫ その上で、御指摘のあった追加的分析については、以下のように対応。

①第一規制期間のコストが上昇している要因を各事業者別に分析

• 今回の料金制度専門会合の資料４において、各社別に、参照期間の費用実績と第一規制
期間の収入の見通しを比較したグラフを掲載。

②東京電力PGの配電工事等にかかる分析を他の事業者についても、過去及び2023年度以
降につき実施

• 次ページ以下のとおり、他の事業者における参照期間（2017年度～2021年度）における
配電工事の状況を調査。東京電力PGのような単価の大幅な上昇は確認されなかった。

• 2023年度以降の状況については、今後検討を行う、一層の経営効率化を促しモニタリングを
行う電力・ガス取引監視等委員会の枠組みの中で検討してまいりたい。
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【北海道電力NW】配電（需要・電源対応）工事の工費に関する分析

⚫ 2021年度の需要・電源対応の工費単価は、労務費の上昇影響+２%、地中線工
事比率の上昇影響+３%があった一方、工事の規模縮小影響▲10％により、2017
年度比５%の低下となっていることを確認した。

分類別要因 主な背景

①労務費の上昇
（+２%）

✓ 配電工事会社における労務費上昇を受けた契
約単価見直し

②地中線工事比率
の上昇

（+３%）

✓ 都市部において地中配電線による高圧供給工
事が増加し、相対的に低コストな架空（空中）
線工事を含めた工事全体に占める地中線工事
の比率が上昇

③再エネ供給対策工事
の規模縮小
（▲２%）

✓ 再エネ連系工事１件あたりの連系容量が減少し、
配電設備に係る設備対策工事の規模が縮小

④一般供給工事
の規模縮小
（▲８%）

✓ 一般供給工事１件あたりの契約容量が減少し、
配電設備に係る設備対策工事の規模が縮小

単価変動の要因2017・21年度 工費単価比較

100% 95%
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【東北電力NW】配電（需要・電源対応）工事の工費に関する分析

⚫ 2021年度の需要・電源対応の工費単価は、労務費の上昇影響+１%、地中線工
事比率の上昇影響+１%、一般供給工事における夜間工事比率の上昇影響＋８％
により、2017年度比10％の上昇となっていることを確認した。

2017・21年度 工費単価比較

※各項目は一般供給と再エネ申込工事の合計値

分類別要因 主な背景

①労務費の上昇
（+１%）

✓ 配電工事会社における労務費上昇を受けた契
約単価見直し

②地中線工事比率
の上昇

（+１%）

✓ 大規模な供給工事や再エネ連系拡大工事にお
いて地中線工事が増加し、相対的に低コストな
架空（空中）線工事を含めた工事全体に占め
る地中線工事の比率が上昇

③一般供給工事におけ
る夜間工事比率の上昇

（＋８%）

✓ 道路規制や発電事業者等の都合により、夜間
時間帯の工事比率が上昇

単価変動の要因

100%
110%
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⚫ 2021年度の需要・電源対応の工費単価は、スマートメーター導入のための小規模な計
器交換工事について、導入進捗を受けて工事件数が減少し、平均工事規模が拡大し
たこと等により、2017年度比26%の増加となっていることを確認した。

⚫ なお、工費単価の26%増加の内、７%は労務費高騰影響を踏まえた請負工事会社
との契約単価の見直しによることについても確認した。

2017・21年度 工費単価比較

【中部電力PG】配電（需要・電源対応）工事の工費に関する分析

分類別要因 主な背景

①労務費の上昇
（+７%）

✓ 配電工事会社における労務費上昇を受けた契
約単価見直し

②小規模工事の減少
を受けた平均工事
規模の拡大
（＋19%）

✓ スマートメーター導入のための小規模な計器交換
工事について、導入進捗を受けて工事件数が減
少し、平均工事規模が拡大

単価変動の要因

100%

126%
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【北陸電力送配電】配電（需要・電源対応）工事の工費に関する分析

⚫ 2021年度の需要・電源対応の工費単価は、工事規模の縮小影響▲25％があった一
方、労務費の上昇影響+7％、 地中線工事比率の上昇影響+11％、小規模工事
減少を受けた平均工事規模の拡大影響+32％により、2017年度比25％の上昇と
なっていることを確認した。

分類別要因 主な背景

①労務費の上昇
（+7%）

✓ 配電工事会社における労務費上昇を受けた契
約単価見直し

②地中線工事比率
の上昇

（+11%）

✓ 公共工事と同調した橋梁施設管路工事が増加
し、相対的に低コストな架空（空中）線工事を
含めた工事全体に占める地中線工事の比率が
上昇

③工事全般における
工事規模の縮小
（▲25%）

✓ 設備形成や運用に係る基準を最適化したことを
受けて、設備増強工事の規模が縮小

④小規模工事の減少
を受けた平均工事
規模の拡大
（＋32%）

✓ スマートメーター導入のための小規模な計器交換
工事について、導入進捗を受けて計量器単独取
替の比率が16%減少し、平均工事規模が拡大

単価変動の要因2017・21年度 工費単価比較

100%

125%
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【関西電力送配電】配電（需要・電源対応）工事の工費に関する分析

⚫ 2021年度の需要・電源対応の工費単価は、労務費の上昇影響+2%、再エネ供給
対策工事における設備増強工事比率の上昇影響+5%、工事規模拡大影響+13%
により、2017年度比20%の上昇となっていることを確認した。

2017・21年度 工費単価比較

分類別要因 主な背景

①労務費の上昇
（+２%）

✓ 配電工事会社における労務費上昇を受けた契
約単価見直し

②再エネ供給対策工事
における設備増強
工事比率の上昇
（+５%）

✓ 再エネ導入拡大に伴う系統容量不足の解消や
電圧不安定化の改善のための設備増強工事
（配電線の新設、太線化）が増加し、工事全
体に占める設備増強工事の比率が上昇

③一般供給・再エネ
供給対策工事
の規模拡大
（＋13%）

✓ 変圧器及び低圧線の新設を伴う工事が増加

単価変動の要因

100%

120%
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【中国電力NW】配電（需要・電源対応）工事の工費に関する分析

⚫ 2021年度の需要・電源対応の工費単価は、労務費の上昇影響+９%、工事規模
拡大影響+22％により、2017年度比31%の上昇となっていることを確認した。

2017・21年度 工費単価比較

地中線･再エネ除く

分類別要因 主な背景

①労務費の上昇
（+９%）

✓ 配電工事会社における労務費上昇を受けた契
約単価見直し

②再エネ供給対策工事
における設備増強
工事比率の上昇
（＋６%）

✓ 再エネ導入拡大に伴う系統容量不足の解消の
ための設備増強工事（配電線の新設、太線
化）が増加し、工事全体に占める設備増強工
事の比率が上昇

③一般供給工事におけ
る設備増強工事
比率の上昇
（＋16%）

✓ 電柱、変圧器、高圧線の新設を伴う工事が増加

単価変動の要因

100%

131%
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【四国電力送配電】配電（需要・電源対応）工事の工費に関する分析

⚫ 2021年度の需要・電源対応の工費単価は、労務費の上昇影響+12%、再エネ供給
対策工事における設備増強工事比率の上昇影響+８%、小規模工事減少を受けた
平均工事規模の拡大影響+７％により、 2017年度比28%の上昇となっていることを
確認した。

2017・21年度 工費単価比較

分類別要因 主な背景

①労務費の上昇
（+12%）

✓ 配電工事会社における労務費上昇を受けた契
約単価見直し

②再エネ供給対策工事
における設備増強
工事比率の上昇
（+８%）

✓ 再エネ導入拡大に伴う系統容量不足の解消の
ための設備増強工事（配電線の新設、太線
化）が増加し、工事全体に占める設備増強工
事の比率が上昇

③小規模工事の減少
を受けた平均工事
規模の拡大
（＋７%）

✓ スマートメーター導入のための小規模な計器交換
工事について、導入進捗を受けて工事件数が減
少し、平均工事規模が拡大

単価変動の要因

100%

128%
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【九州電力送配電】配電（需要・電源対応）工事の工費に関する分析

⚫ 2021年度の需要・電源対応の工費単価は、再エネ供給対策工事における設備増強
工事比率の低下影響▲５%があった一方、労務費の上昇影響＋23％により、2017
年度比18%の上昇となっていることを確認した。

2017、2021年度 工費単価比較

分類別要因 主な背景

①労務費の上昇
（+23%）

✓ 配電工事会社における労務費上昇を受けた契
約単価見直し

②再エネ供給対策工事
における設備増強
工事比率の低下
（▲５%）

✓ 再エネ導入拡大に伴う系統容量不足の解消や
適正電圧維持のための設備増強工事（配電線
の新設、太線化）が減少し、工事全体に占める
設備増強工事の比率が低下

単価変動の要因

100%

118%
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【沖縄電力】配電（需要・電源対応）工事の工費に関する分析

⚫ 2021年度の需要・電源対応の工費単価は、工事の規模縮小影響▲12％があった一
方、労務費の上昇影響+15%により、2017年度比４%の上昇となっていることを確認
した。

2017・21年度 工費単価比較

分類別要因 主な背景

①労務費の上昇
（+15%）

✓ 配電工事会社における労務費上昇を受けた契
約単価見直し

②一般供給（架空）・
再エネ供給対策工事

の規模縮小
（▲12%）

✓ コンクリート柱の新設を伴う工事が減少

単価変動の要因

100% 104%
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(1)統計的手法やトップランナー的補正による査定（続き）

⚫ 全事業者について、全体へのインパクトが大きい費用、規模の大きい工事種別の工事
単価の分析

※第一規制期間のコストが上昇している要因を各事業者別に分析
※東京電力PGの配電工事等にかかる分析を他の事業者についても、過去及び2023年度以降につき実施
※他業種、地場産業との比較を実施
※下請けの賃金の実態を把握

③他業種、地場産業との比較を実施

• 一般送配電事業は、高電圧で電気を送電する事業などであり、大きな工事や業務単位で、他産業と比較可
能なものは限られる。

• 工事の一部分について切り出した上で、他産業と比較することは理論的には可能と考えられるが（電柱の設置
工事と電信柱の設置工事の比較など）、限定的なものに限られ、また、比較結果の評価方法（施工条件のそろ
え方）についても検討が必要であるため、中長期的な課題としたい。

• なお、CAPEXの配電単価における検証においては、一部の設備等（需要電源対応、高経年化（コンクリート
柱・低圧線）における重回帰分析において、説明変数として、公共工事設計労務単価（特殊作業員、電工）
の平均値を用いるなど、他産業、地場産業の水準も加味して、統計査定を実施している。

④下請けの賃金の実態を把握

• 本料金制度専門会合の議論の中で参照されている、国土交通省及び農林水産省が実施する公共工事労務
費調査及び公共工事設計労務単価は、調査月に調査対象となった公共工事に従事した建設労働者の賃金に
ついて、労働基準法に基づく「賃金台帳」から調査票へ転記することにより賃金の支払い実態を調べる調査と承知。

• その上で、価格転嫁の状況については、中小企業庁と連携して状況を確認している。（(9)参照）
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(2)効率化の確認態勢

⚫ 全事業者の効率化計画の取組内容について、これまでの取組にどの程度のコスト削減
の成果があったのか、これまでの取組を踏まえた改善点等についての分析

⚫ 各社から提出された経営効率化計画によると、今回承認申請した収入の見通しについ
ては、2,812億円の効率化額が織り込まれているとされている。

⚫ ７月に各一般送配電事業者から提出された収入の見通しには、こうした効率化の取り
組みが既に織り込まれているものであるが、今回承認申請がなされた収入の見通しの
検証にあたっては、更なる効率化を求めることを前提に、７月に各社から提出された収
入の見通しからさらに減額査定している。

⚫ 第一規制期間中における各社の一層の経営効率化の取組みを促し、モニタリングを
行うための枠組みを今後検討予定。
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(3)工事発注に係る競争性の実効性の確保

⚫ サプライヤー固定の要因及び各社の取組がコスト削減につながっているか（効率化への
寄与）について分析

※事業者が行った、配電工事は引き受け手がないといった説明に対する、電力・ガス取引監視等委員会としての検証

※工事発注について、入札のシェアが数パーセント変動していることのみをもって直ちに問題ないとすべきではなく、実質的な
競争確保が行われているかの観点からの確認

（全体的に事業者から聴取した内容をそのまま説明するのではなく、中立性、独立性をもった検証等が必要）

⚫ サプライヤー調査は消費者委員会及び消費者庁の要請を踏まえて行ったものであるが、
固定化傾向が見られるという配電工事に関しては、一般送配電事業者各社の説明を
聴取した上で、追加で東京電力PGの需要・電源対応の配電工事の工費について検証
を行ったところ。

⚫ 配電工事については、工事会社への就業者数の減少がサプライヤーが固定化する背景
とのことであり、一般送配電事業者各社において、就業者数増加や施工力確保に向け
た取組みが行われていると認識している。

⚫ その上で、御指摘の配電工事の引き受け手がないという事業者からの説明に対しては、
電取委として次頁のとおり検証を行っている。

※全事業者における「収入の見通し」に占める配電設備に係る費用（減価償却費、取替修繕費）
の割合は、約12％程度（工事費に限ると約7%程度）。
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(3)工事発注に係る競争性の実効性の確保

• 電取委では、事業者のヒアリング、提出データの検証に加え、実態を客観的に把握する
ため各職業における有効求人倍率の水準及び推移についても検証も実施。

• その結果、「電気工事の職業」の有効求人倍率は、他の職業に比べて水準が高いこと
に加え、推移をみた場合でも、全職業平均の有効求人倍率※が2017年平均1.35
倍→2021年平均1.03倍と低下している中、電気工事の職業については、2017年平
均2.67倍→2021年平均3.40倍と上昇しており、配電も含めた電力業界全体の工
事力の低下は、実際に現場が抱えている問題と整理している。

※本文記載のデータは暦年ベース。
※年度ベースのデータは以下のとおり。

全職業平均
2017年度平均1.39倍
→2021年度平均1.06倍
（▲0.33倍＝引き受け手は相対的に増加）

電気工事の職業
2017年度平均2.80倍
→2021年度平均3.31倍
（＋0.51倍＝引き受け手は相対的に減少）
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(4)次世代投資の計上費用の検証

⚫ 次世代スマートメーターの投資は、次世代投資に占めるシェアが大きいため、より詳しい
精査

⚫ 挙げられている技術が次世代投資に相応しいものか精査

⚫ 実際の投資が行われる時期に精査・評価

※今後の第二規制期間に向けた、調達コストや投資効果についての継続的なモニタリングの枠組みの整備と実施
が課題

⚫ 次世代スマートメーターについては、第23回料金制度専門会合において、設置予定台
数及び単価の妥当性について、詳細に検証を行った。

⚫ また、次世代投資に該当する案件かどうかの精査については、第19回会合において整
理を行っている。

⚫ 消費者庁意見を踏まえ、現在、電取委では、一般送配電事業者の経営効率化に向
けたモニタリングの枠組みを検討しており、御指摘の点についてもそうした枠組みの中で
検討してまいりたい。
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(5)コスト削減の実効性の向上

⚫ 電力・ガス取引監視等委員会のより一層の中立性、独立性の確保、専門的知見の向
上や体制強化
※コスト削減のモニタリングを行う第三者機関には電力業界から独立した実務経験者が必要

【中立性・独立性の確保】

⚫ 電力・ガス取引監視等委員会を経産大臣の下に置く現行の制度は、安定供給と保安を確保し、
再生可能エネルギーの普及などを進めるという観点から、2015年の国会で議決されたもの。

⚫ その上で、委員長及び委員は、「独立してその職権を行う」旨が法律に規定され、また、その事務局
は、委員会専属の事務局として、委員会が決定した方針に従い、また法令に基づいて業務を行って
いることからも、電取委は、中立性・独立性をもって業務を行う組織と位置づけられている。

【専門的知見の向上】

⚫ 御指摘いただいている専門的知見については、現在、電取委に所属する職員67名のうち29名は、
弁護士や公認会計士等の外部人材であり、こうした専門性を有する外部人材を積極的に採用し
ているほか、事務職員の専門性を高める取組みも積極的に実施するなど、電取委における専門的
知見の向上に取り組んでいるところ。

⚫ 電取委としては、引き続き、上記の取組を進めつつ、今般の消費者庁意見も踏まえ、より一層の専
門的知見の向上等による体制強化の観点から、さらなる専門人材の確保等により、継続的な体
制の強化に取り組んでまいりたい。

⚫ また、消費者庁意見を踏まえ、現在、電取委では、一般送配電事業者の経営効率化に向けたモ
ニタリングの枠組みを検討している。
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(6)廃炉円滑化負担金相当金等

⚫ どれだけのコストを結果的に消費者が負担しているのか、電気料金等の中で明示

⚫ 第29回料金制度専門会合（今次会合）の資料４において、一般送配電事業者
ごとの参照期間の実績費用と今回承認申請のあった収入の見通しの比較を実施して
おり、その他の主な増加要因として賠償負担金相当金及び廃炉円滑化負担金相当
金の金額を明記している。

⚫ なお、廃炉円滑化負担金相当金などは、あくまで想定原価の中に含まれる費用であり、
消費税や再エネ特措法賦課金のように需要家が実際に負担するkWhあたりの金額を
明確に抽出できる費用とは性格を異にしていると理解している。【前回意見に対する回
答のとおり】
※例えば、想定需要よりも実際の需要が大きかった場合に、それに応じて一般送配電事業者が納付する

廃炉円滑化負担金相当金が増加するものではない。一方、再エネ特措法賦課金や消費税は、消費kWh
や電気代支払い額あたりで納付額が決まるため、需要家の需要電力量が分かれば、当該需要家が負担す
る金額が一つに決まる関係にある。

⚫ 他方で、廃炉円滑化負担金相当金を含め、収入の見通しに含まれる費用について
は、一般送配電事業者各社が収入の見通しを説明する際に、明示的に説明するこ
とが適当と考える。【前回意見に対する回答のとおり】
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(7)固定費の配分

⚫ 消費者に過大な負担を課さないよう見直しの検討が必要

⚫ 御指摘の固定費の配分については、需要家への影響を見極めるために関連データの収
集を行った上での慎重な検討が必要になることから、第二規制期間に向けて検討してま
いりたい。【前回意見に対する回答のとおり】
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(8)発電側課金の検討

⚫ 再生可能エネルギーの拡大を妨げないように検討することが必要

※送電網の柔軟性の拡充は送電事業者の責務であり、送電網の再生可能エネルギーへの転換の加速についても、送電事業者
の責務

⚫ 資源エネルギー庁の検討内容（既認定FIT/FIPについては、支援期間中は適用停
止 等）を踏まえた上で、電取委においても、系統を効率的に利用し、再エネ導入拡
大に向けた系統増強を効率的かつ確実に行うための発電側課金制度の導入におい
て、必要な検討を進めていくこととしている。
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(9)賃金の適正性の確保

⚫ 賃金の実態を把握した上での検証（再掲）

⚫ 中小企業庁に照会したところ、令和４年５月に公正取引委員会・中小企業庁が公表した
「価格転嫁に係る業種分析告書」において、下請振興法の運用実績のデータが示されてい
るが、このデータ分析において、電気事業は、下請振興法違反被疑事件の処理業種として
明示されておらず、また同法違反行為事例でも該当がないことからも、電力業において下
請け企業に賃金が適正に支払われていないとの情報はなかった。

⚫ なお、中小企業庁では、毎年９月と３月を価格交渉促進月間と定め、下請振興法に基づ
き、全国15万社の中小企業を対象として調査を実施しており、令和４年３月のフォローアッ
プ調査における「コスト上昇分に対する価格転嫁状況に関する業種別ランキング※」では、電
気・ガス・熱供給・水道は21位（27業種中）となってる。
※受注側企業からの回答に基づき、直近６ヶ月間の費用上昇分のうち、価格に転嫁できた割合を業種毎に順位付け。

⚫今後、電気事業における価格転嫁状況をより改善する観点からも、先般の第28回料金制
度専門会合でも提示したとおり、電気事業における適切な価格転嫁実現に向け、所管部
署である資源エネルギー庁が中小企業庁と連携し、一般送配電事業者全体における自
主行動計画の策定等を促すよう、電取委としても必要に応じて資源エネルギー庁に意見を
提出することとしたい。
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【参考１】 価格転嫁に係る業種分析告書
（令和4年5月）

公正取引委員会・中小企業庁
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【参考２】
価格交渉促進月間（2022年3月）
フォローアップ調査の結果について
（令和4年6月）中小企業庁
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(10)消費者の理解・納得
(11)幅広いステークホルダーの参画の機会の確保

⚫ 公開説明会等を各地で展開するなどの工夫

※ウェブサイトでの開示や審議会への消費者団体の参加のみならず、消費者のうち、どれだけがこの制度変更につ
いて、知っているのか、理解しているのかが最も重要

※多様な意見を集めるような努力

⚫ 追加でいただいた御指摘も踏まえ、対外的な説明会の実施等を含め、さらに制度理解
が進むよう、説明のあり方については今後検討していく。


